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Choose大学 7月の講義内容

【第1回】 官製婚活って何？

【第2回】 官製婚活と公共性

【第3回】 ライフプラン教育から考える公共性

【第4回】 性をめぐる公共政策と公共性のパラドックス



本日の目次

1. 反差別規範に背く

2. 女性の身体を「産む機械」化

——リプロダクティブ・ヘルス/ライツの欠落

3.  「婚活ムラ」

4.  まとめ



前回への質問と回答

• 1998年までの少子化対策のほうが押し付けがましくなかったように思うの
ですが、方針転換された原因は？

・効果があがらなかったからか

• 逆に官製婚活は効果のほどはどうなんでしょう

Ø 現在も継続中なので方針転換とは言えない

n 結婚支援策が加わった理由
Ø 出生率低下の要因が未婚化（不安定雇用の増加等）が大きいこと
Ø 産婦人科医業界・婚活業界からの要請 安倍政権の支持層である保守層向けの家族政策

Ø男性の育休取得（出生直後）など新たな政策も加わり継続中

Øマリッジサポートは全体の結婚数・出生率を押し上げるほどの規模ではない
Ø意識醸成策は、自己決定権の侵害、結婚強要リスク



今回のテーマ

官製婚活という公共政策は、名実ともに公共性があるか？

●「結婚、妊娠・出産、子育ての各段階に応じた切れ目のない取組」と

「地域・企業など 社会全体の取組」を両輪として、

きめ細かく対応する

●個々人の決定に特定の価値観を押し付けたり、

プレッシャーを与えたりすることがあってはならないことに留意する

官製婚活が公共性を担保しているか、具体的な政策や事業に即して
見ていこう



1.  反差別規範に背く



【前回事例１】マリッジサポート会員へのパワハ
ラ・セクハラ

●「そんなことだから結婚できないのよ」と

スタッフに言われた

●婚活セミナーで「（女性を）お持ち帰りして下さい。

どっかつれて行きなさい」とセクハラ的指導をされた

人権無視は明らかだが、、、



市民に開かれた、複数性によって成り立つ公共性

・政治・行政領域での公共性の議論
Ø「公共を独占してきた「国家」観念にかわって、「市民」の相互性
としての公共が時代の課題として自立してきた」（松下2004)

•公共性とは「価値の複数性を条件とし、共通の世界にそれぞれ
の仕方で関心をいだく人々の間に生成する言説の空間」（齋藤
2000)

国の政策こそ、「市民」「価値の複数性」から問い直す必要



制度が実現をめざす公共的価値

•「互いに異なった生を生きるすべての人々が利害関心や価値観の違いに
かかわらず、市民としては互いに受け入れることのできる価値」

•「（少数者を含む）あらゆる市民の立場から批判的に検討して
もなお維持できる」（齋藤2017)

「幸福の実現ではなく、平等な自由の保障」

コンプライアンス、コモンセンス
他者の人権を侵害しない・反差別規範 が重要



【前回事例２】自衛官、警察官などミニ官婚の会

l ”個々人が結婚や子供についての
希望を実現できる社会”という名目

l 自衛官、警察官、消防官などとの
出会い

l 公務員が税金で公務員の結婚支援

”官職以外の個々人”を排除する
差別的規範



【前回事例3】東京都結婚支援ポータルサイトより

異性カップルのみ

スーツの男性・バイオリン弾く男性

「東京のふたり」に長男・長女も

東京都が
本気で結婚応援

東京都結婚支援
ポータルサイト

「TOKYOふた
りSTORY」



ここでの公共性の欠如 反差別規範を敷衍すると

性別二元論、伝統的な家族規範、性別規範、年齢序列規範が強固に打ち出されており、結婚・妊娠に関
わる施策の総ぐるみ一体化により、性的マイノリティ、結婚したくない人、子どもを持ちたくない人、
子どもを持てない人はじめ、トランスジェンダー、ノンバイナリー等多様なジェンダーのあり方、自由
で多様な親密圏のあり方を排除した政策となっている

●東京都結婚支援ポータルサイト

LGなど性的マイノリティ、結婚したくない
人、シングルでいたい人

●差別・排除されているのは…？

非正規や低所得など経済的理由で結婚しづらい人

子どもを持ちたくない、持てない人、

「多様なふたり」として異性カップ

ル事例のみ

「フルタイムで共働き」「趣味＝音

楽・カメラ」

「長男」「長女」と子どもがセット



2. 女性の身体の「産む機械」化
--リプロダクティブ・ヘルス/ライツの欠落



妊娠・出産に関する人権には、
リプロダクティブ・ヘルス/ライツがある

•リプロダクティブ・ヘルス/ライツ : 万人が保障されるべき性と生
殖に関わる健康と権利、リプロの権利

• 「妊娠・出産・避妊・不妊・人工妊娠中絶に至るまで女性の身体に起こる事
象を、思想、心情、宗教、年齢、性別、婚姻状態にかかわらず、個人やカッ
プルの権利として認める。女性のみならず男性や性的マイノリティなど誰も
が享受できる権利であるべきもの」(早乙女2017)

Ø1993年カイロ人口開発会議の行動指針に入れられた
Ø2000年日本では第一次男女共同参画基本計画に位置づけられた



【前回事例４】「めいわくありがた縁結び」

地域や企業に「縁結びさん」がいて、自治体から号令がかかれば乗って
しまう経営者がいれば、社員の自己決定権は軽視されてしまう

個人の自己決定権（リプロ）を軽視する仕組み

社員
企業

国家

自治体

合コンによって
社員のコミュニケーショ

ン力を
上げることになる

結婚すると会社に対する
忠誠心というか、
真剣度が上がる

人口減少に
歯止めをかけるこ

とで
社会貢献ができる

地

域
・
企

業
の

一
体
化



次に、菅政権の現在はどうか
結婚・妊娠・出産・子育て支援の取組 2021年度



菅政権の目玉である不妊治療支援は、どうか

不妊治療・不育症への財政支援に拍車 新生活支援 実施自治体は 15%



不妊治療の保険適用化（公的補助）の影響

•少子化対策としての不妊治療
•不妊は「治療すべき疾病」⇒ 女性身体の「産む機械化」
⇒ 「産まぬ自由」という性的自己決定権（リプロ）はどのよ

うに担保されるのだろうか

•「不妊治療と仕事の両立」 プライバシーの確保はできるのか

•「不妊治療」に、体外受精・精子提供・卵子提供・代理母などの
生殖補助医療のどこまでを含めるのか

「不妊」は、治療すべき疾病 ⇒ 女性身体の「産む機械化」



では、どうしてこのような公共性を欠いた「公
共政策」が実施されることになったのか、

誰が関わっているのか、
その政策決定過程を見ていきたい。



3.  「婚活ムラ」



政府の少子化対策審議会で 官製婚活を提案

したのは誰か？

・婚活支援企業の支援を受けた社会学者

婚活支援企業の関連会社関係者 婚活業界とつながりの深
い知事（知事会少子化PT 代表/婚活業界アドバイザー）

産婦人科教授 婚活・妊活ジャーナリスト 人口学者
右派シンパの家族社会学者 （斉藤2017)

審議会には、婚活企業の利害関係者が多かった



審議会には企業だけではなく、産婦人科教授までもが
内閣府参与として参加

・2004年産婦人科医の逮捕、起訴により産婦人科医のなり手減
（産婦人科学会の入会者数 2003年 475名→2004年101名 ）

妊産婦の高齢化 ⇒お産のリスク増大

• 2013年3月から吉村泰典・慶応大学産婦人科教授（当時）が内閣官房参与
（少子化対策・子育て支援）

• 2015年日本産婦人科医会、日本産婦人科学会など9団体が、学校教育で
「妊娠・出産の適齢期やライフプラン設計について十全な教育内容」を要望

吉村内閣府参与も同席

高齢出産のリスクを減らしたいという産婦人科業界の狙いと
政府の少子化対策の利害が合致



さらに自民党側の動きはどうか

石崎議員HPより

・2013年11月 婚活議連発足
小池百合子 会長
野田聖子、森雅子少子化担当
相らが参加

・民間事業者向けの補助金や支
援税制を要請

・石崎徹事務局長
不祥事で自民党を離党

同議連FBより

自民党が「婚活議連」を発足
「婚活」族議員



小池百合子都知事 婚活議連 初代会長

小池会長

ゆるきゃらと登場



政府・自民党だけではなく、元官僚、県知事
までもが、参入

政官業の利権にまみれた
婚活政策共同体「婚活ムラ」の誕生

・自民党「婚活」議連
三原じゅん子会長 ①
石崎徹事務局長②
・業界団体「結婚・婚活応
援プロジェクト」
アドバイザー 増田寛

也（元官僚）③
・全国知事会次世代PT代表
尾崎正直・高知県知事
（2011〜2019）



増田寛也元建設官僚/元総務相
元東京大学公共政策
大学院客員教授

• 2014年日本創成会議座長「ス
トップ少子化・地方元気戦略」
自治体の半数が「消滅」の可能性

• 2014年内閣府「選択する
未来」委員会委員

・2015年「結婚・婚活応援
プロジェクト」代表理事

・2021年同上 アドバイザー

元総務大臣が業界団体の代表・アドバイザーを兼任



全国の自治体で官製婚活事業（婚活セミナー、婚活関
連イベント）を受託しているのは誰か？

•民間婚活支援企業

•地域での結婚相談所経営者
•産婦人科医

•婚活・妊活ジャーナリスト
•恋愛カウンセラー/ 婚活関連NPO関係者

自治体での事業の受託者も、民間婚活企業や産婦人科医、ジャーナ
リスト、関連NPO関係者などの「婚活ムラ」メンバー



民間大手婚活支援企業が自治体婚活の請負人に



4.まとめ



「婚活ムラ」という政策共同体と求められる
EEGG基準

•「婚活ムラ」メンバーによる閉じた政策決定
Ø政策決定に関わる政治家（自民党の族議員）/ 官僚（内閣府子ども子育て本

部）/産業界（婚活関係企業）/ 専門家（人口学者、産婦人科医、関連領域の
ジャーナリスト/ 家族社会学者）

・米国には、EEGG基準（米国連邦諮問委員会法）という委員選定にお
ける指針がある。

ØExpertise(専門性） Ethnicity(民族性） Gender(

ジェンダー） Geography(出身・所属の地理的分布） (秋吉 2017)

他国にはあるのに、日本には基準がなく公共性を欠いている。公共性
の観点から政策過程で足りないのは、ジェンダー・セクシュアリ
ティ・人権などの専門家/事業の対象となる労働者/消費者の代表



官製婚活における公共性の欠如と対抗的公共圏

•婚活支援企業などの「婚活ムラ」による経済政策としての官製婚活
•市場化の進行と人権侵害リスクの増大

•求められる公共性と「対抗的公共圏」（高谷2009)
Ø批判的な視点が弱いマスメディア

Øchoose大学などネット・メディアによる対抗的公共圏

経済政策としての官製婚活により逆説的に市場化が進行
人権侵害リスクが増大するなど公共性の欠如が著しい

対抗的公共圏での議論が必要である



2018.11.05 北陸中日新
聞特報面

マスメディアは、政府の広報が大半...

2021.2.3朝日新聞 2020.12.7読売新聞
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